
 

第１回名寄市総合計画審議会顛末 
 

日 時：令和元年５月21日（火） 18時30分～19時40分 

場 所：名寄市役所名寄庁舎４階 大会議室 

 

１ 開    会 

  定木会長挨拶 

  ・お急がしい中、悪天候の中、お集まりいただきありがとうございます。 

・昨年に引き続き、会長を務めます。よろしくお願いいたします。 

・本日の審議会では、国の地方創生交付金を活用して実施した事業の検証並びに今後の

道筋について説明を頂き協議をして参ります。 

・その後、総合計画の進行管理の一環として実施しています行政評価について、今年度

の対象事業と次回審議会で行う外部評価について事務局より説明予定。 

・市民委員の視点から活発な議論をお願いします。 

 

２ 議      事  

  

（１） 地方創生交付金事業の検証について [資料１] 

① 冬季スポーツ拠点化推進プロジェクト  

事務局  説明【資料１】及び【参考資料１】 

 

★資料１地方創生推進交付金効果検証調書 P１ 

「冬季スポーツ拠点化推進プロジェクト」について報告し、検証内容を承認 

 

② 名寄市立大学を活かした地域のケア力向上プロジェクト  

事務局  説明【資料１】及び【参考資料２】 

 

★資料１地方創生推進交付金効果検証調書 P２ 

「名寄市立大学を活用した地域のケア力向上プロジェクト」について報告し、検証

内容を承認 

 

質疑 
○委員 

①模擬保育室は大学の事業のみではなく、民間で活用することができるのか。 

②模擬保育室のコンセプトは学内限定ということか。地域とのコミュニケーションの場と

して、大学図書館のようにオープンにする予定はあるか。現場の先生は色々な問題を抱

えており、課題解決に役に立つかも知れない。開かれた大学を目指すため、前向きに検

討してほしい。 

 

○事務局 

①市立大学の施設は原則として貸館業務は行っていないが、使用希望がある場合は教員、

学生、市職員を通じてご相談いただきたい。 

②大学施設であるので学生の利用が優先であることをご理解いただきたい。実際の使用に



 

あたっては学生や市職員が関わる事業が想定されるので、そちらを通じてご相談いただ

きたい。 

 

 

○委員 

①目的にあるように保育士不足が課題。事業の実施により実質増減はどう感じているか。 

②復職支援による復職の実績はどうか。 

 

○事務局 

①（４年制への移行に伴い）今年度から社会保育学科の卒業生が出るので期待したい。 

  ②子ども未来課に保育士等の就職支援給付金があるので、そちらに確認したい。 

   （平成３０年度中に採用された保育士・幼稚園教諭のうち申請があったのは 16 件。復

職・新規採用の別は確認していない。） 

４月に実施した講習会では、６人中４名は復職した方。 

 

○会長 

市立大学は市民の財産でもあることから、意見を今後に活かしていただければ。 

 

 

○オブザーバー 上川総合振興局 主査 

上川管内でも３年間交付金活用して、結果が出ているところは少ない。冬季スポーツ拠

点化推進プロジェクトについては数値目標をクリアしており高評価である。特に上川北部

エリアは地理的に不利であり、スポーツ合宿に特化してきたが、今後は観光などを取り入

れたスポーツツーリズム、着地型観光を民間業者と共同で行い、産業化につながるとよい。

名寄市単独ではフィールドやマーケットに限りがあるので、近隣自治体と連携することで

さらなる稼げる姿が描けるのではないか。 

施設などのハード面の整備も避けられないので、ハード交付金の相談にも乗りますので

ご相談いただきたい。出来る限りの支援をしたい。 

  名寄市立大学を活用したケア力向上プロジェクトについて、名寄市では保育士の不足は

深刻なのか。 

 

○委員 

名寄市の場合、３～５歳は少子化の影響があるが、０歳の保育の需要が増えており、子

ども３人に対して１人で対応するため職員不足が生じている。また、国は８時間の保育に

対し３人という基準を設けているが、名寄市では 10 時間預けたいという要望が多いため、

職員が足りない状況が生じている。市立大学の卒業生が出なかった２年間は特に苦しい状

況だったが今年度は改善されることを期待している。意見として、模擬保育室は子どもが

いての模擬保育なので、子どもがいないバーチャルなものだけでなく、市内施設と連携し

た実習の場として活用していただきたい。 

 

○オブザーバー 上川総合振興局 主査 

リカレントも重要だが、潜在保育士の復職を重点的に実施していただければと思う。 

 

○会長 

冬季スポーツ拠点化推進プロジェクトについては高評価、名寄市立大学を活用したケア

力向上プロジェクトについては課題があるという所感。 

 

 



 

 

（２） 行政評価対象事業について [資料２] 

事務局  説明【資料２】 

 

    

３ そ  の  他  
 事務局   

次回の審議会は、６月中旬から下旬を予定。出欠と併せて先ほど申し上げた説明を受

けたい事業、並びに希望する分野につきましてもお知らせ願います。 

       

４ 閉   会 

 定木会長閉会  

 

 [会議資料] 

資料１     地方創生推進交付金効果検証調書 

資料２     行政評価事業一覧 

参考資料１ 冬季スポーツ拠点化推進事業説明資料 

参考資料２ 名寄市立大学を活用した地域のケア力向上プロジェクト説明資料 



 

 

地方創生推進交付金 

効果検証調書 

 

 

平成 31 年 5 月 

資料１ 



新規

新規

新規

新規

有効性

効率性

達成度

総合評価

合宿受け入れ組織運営事業 持続可能な冬季スポーツ拠点化に向けた合宿の受け入れ、施設の研究、財政スキームの検討、プロモーション活動の充実を図る。

地方創生推進交付金　　重要業績評価指数（KPI）検証
担当部課等 スポーツ・合宿推進課

施策（事業）名 冬季スポーツ拠点化推進プロジェクト

事業の概要・目的 合宿受入組織に加え、名寄市立大学、企業等との連携により地域一体となった冬季スポーツ拠点化事業を推進していく。

交付金を充当する
経費内容

スポーツコミッションの前身となる合宿受入組織（協議会）を設置し、専門性の高い総合コーディネーターを導入すると
ともに、スポーツコミッションのコンセプト・事業化の検討を行う。また、地域資源を活用して、新たに全国規模の大会を
誘致開催・合宿誘致の促進を図る。

【施策を構成する具体的事業】
事業名　　　（新規・継続） 事業概要

大会・セミナー等開催事業 冬季スポーツ拠点化の中心となるノルディックスキー競技支援、ジュニアアスリート指導者の育成を図る。

大会開催事業 冬季スポーツ拠点化に伴うビジネスチャンスの拡大を図るため、新規大会等の誘致、支援を行う。

合宿誘致・受入事業 海外からの合宿の誘致を含む合宿誘致、名寄市立大学と連携した障がい者スポーツ振興、パラスポーツ合宿受入の環境整備を行う。

16,252,000円

事業始期 平成30年4月 事業終期 平成31年3月 事業期間変更 無

交付金申請総額 32,505,000円 決算額 32,518,870円 交付金額

評価

ｂ　やや高い

評価理由

合宿者の増加やスポーツ大会の誘致により、交流人口の
確実な増加に加え、新規誘致したスポーツ大会も定着し
つつあり、大きな経済効果も上げていることから、企業を
中心に関心度が高まっているとともに、スポーツコミッショ
ン設立により参画多分野への波及が期待できる。

総合所見・今後の展望

ｂ　やや高い

市民の関わりが方が固定化されており、多くの市民の事
業参画が難しい状況が課題であったが、スポーツコミッ
ションに経済団体やまちづくり団体等の多方面分野の民
間団体が参画し、役割分担を明確にすることにより、多分
野において効率的な事業展開が期待される。

本事業の3ヵ年ともKPI（合宿・大会誘致）を達成することが
でき、地域に大きな影響を与えることができた。今後は、こ
れまでの課題を解決していくとともに、潜在的な可能性を
実現していくため、多分野団体が参画するスポーツコミッ
ションにより、地域に波及する事業を展開していく。
また、今後の大きな課題となる自主財源による自走化は、
観光団体と連携によるスポーツツーリズム商品開発や、
企業との連携による関連商品開発等を進めるとともに、地
域の子供達を育成するシステム（資金）等を、企業と連携
できる仕組みを作り上げ、数年以内の法人化を目指す。

ｂ　やや高い

3年目を迎えたジュニアオリンピックカップスキー大会も定
着しつつあり、参加者数や事前合宿数も増加するととも
に、市内企業の関心度も向上している。また、新規も含め
海外からの合宿も増加し、経済効果のみならず地域との
国際交流にも繋がっている。

B　進め方を改善

本事業の3ヵ年とも合宿・大会誘致などすべてのKPIを達成
することができ、地域に大きな影響を与えることができた。
しかし、市民の関わり・盛り上がりについては、経済等関
係者へは広がりを見せたが、一般市民への広がりは今後
の課題となった。

実績値の計算方法 関係団体等（旅館組合・スポーツ競技団体）への実績調査

KPI

①合宿受入人数
②新規冬季スポーツ大会誘致
③スポーツコミッション雇用者
数

指標値
①合宿受入人数：5,000人
②新規大会誘致：１大会
③雇用者数　2名

目標年月 平成31年3月

実績値
①合宿受入人数：集計中
②新規大会誘致：1大会
③雇用者　2名

検証年月 平成31年4月
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新規

新規

新規

有効性

効率性

達成度

総合評価

総合所見・今後の展望

圏域の幼稚園教員・保育士への実態調査及びこの
実態調査の結果を踏まえて実施した保育士等専門
職のニーズを踏まえた各種講演会や講習会など3年
間の地方創生推進交付金事業を有効活用し、地域
貢献を使命とする公立大学として、効果的な事業を
実施することができた。当該事業は平成30年度で終
了するが、予算の範囲内であるが、当該事業終了
後も可能なものは継続して実施していく。なお、KPI
②の受講者数の大幅増は、当初、復職者等に限定
した研修会等の開催をしその参加者数を設定してい
たが、専門職の継続教育やスキルアップを視野に入
れ、対象を広くした研修会等を開催したため、受講
者数が大幅に増加したものである。

評価

a　高い

a　高い

ｂ　やや高い

a　高い

評価理由

各種講演会やセミナー、幼稚園教員免許状更新講
習等の実施により、この地域の保育職の資質向上
やリカレント教育の推進に役立った。

昨年度に引き続き実施した幼稚園教員免許状更新
講習を北海道私立幼稚園協会と連携して実施したこ
とにより、手続きやPR等を効率的に行うことができ
た。交付金事業は平成30年度で終了するがこの講
習会は協会主催により新年度以降も本学で継続実
施する。
各種講演会や幼稚園教員免許状更新講習等リカレント教
育については、地域の保育士等専門職のニーズに合った
事業を実施することができた。専門職復職支援は、年度内
に実施できなかったが、4月に実施する方向で市こども未
来課と調整中。ただし、卒業生の地元就業者数について、
昨年度より増えたものの、指標値に達していないため評価
をｂとした。

一定程度、本交付金事業の目的は達成できたもの
と考える。

実績値
①13人
②357人
③0人

検証年月 平成31年３月
KPI

実績値の計算方法

①17人
②15人
③6人

指標値 目標年月 平成31年３月
①卒業生地元就業者数
②リカレント教育・講座受講者
数
③専門職復職支援実習参加者
数

750,000円

事業始期 事業終期平成30年４月 平成31年３月

交付金申請総額 1,500,000 決算額 1,533,910 交付金額

事業期間変更 無

平成２９年度以降　H28で実施した実態調査の結果を踏まえて、リカレント講座等を開催する。

保育士等実態調査

講習会の実施

リカレント教育

平成２８年度　圏域の幼稚園教員・保育士への実態調査を行い、課題等の分析及びその対策を検討する。

平成２９年度以降　H28で実施した実態調査の結果を踏まえて、保育教諭資格取得のための講習会等を実施する。

地方創生推進交付金　　重要業績評価指数（KPI）検証

【施策を構成する具体的事業】
事業名　　　（新規・継続）

施策（事業）名

事業の概要・目的

交付金を充当する
経費内容

この圏域で不足している保育士等の専門職育成を図り、安全安心な地域社会、子育て・定住環境の充実に資することを
目的とする。平成２８年度は圏域の幼稚園教員・保育士への実態調査を行い、それぞれが抱えている課題等について
分析を行い、その対策を検討した。平成２９年度以降はこの実態調査の結果を踏まえて、片免所有者の保育教諭資格
取得のための講習会の実施、リカレント教育、復職支援による専門職確保のための事業を展開する。

平成28年度　実態調査に係る委託料、需用費、役務費、備品購入費
平成29年度　講習会等開催に係る講師謝礼、需用費、備品購入費
平成30年度　講習会等開催に係る講師謝礼、需用費、郵便料

事業概要

担当部課等 名寄市立大学事務局

名寄市立大学を活用した地域のケア力向上プロジェクト
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行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望

Ⅰ

効率的な行政運営7

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

◎

○

22
総合計画・総合戦略推進市民委員会
及び総合計画策定審議会設置・運営

総務部行革・職員・研修担当

総務部総務課 ○24 指定管理者制度の活用及び検証とPFI等の活用の検討

23 研修事業

総合政策部総合政策課 ○

○

○

○

○総務部財政課

総務部総務課

21 名寄市公共施設等総合管理計画の着実な推進

20 ふるさと納税の推進

総合政策部総合政策課

6 健全な財政運営

19 定住自立圏推進事業5 広域行政の推進

総合政策部総合政策課 ◎18 移住促進事業

経済部交流推進課 ◎17 名寄市・台湾交流事業

○

16 名寄市・ドーリンスク市友好都市交流事業

経済部交流推進課 ○15 名寄市・リンゼイ姉妹都市交流事業

13 名寄市・杉並区交流自治体交流事業

12 名寄市・鶴岡市姉妹都市交流事業

総務部総務課

経済部交流推進課14 ふるさと会交流事業

経済部交流推進課

○

○

総務部企画課

4 交流活動の推進

11 Wi-Fi提供体制整備の検討3 情報化の推進

経済部交流推進課

経済部交流推進課

市民部環境生活課

9 男女共同参画推進事業

8 人権教育・人権啓発活動の充実

2
人権尊重と

男女共同参画社会の形
成

総務部企画課10 健康づくり・暴力防止推進事業

総務部企画課 ◎7 多様な広聴機会の創出

総務部企画課 ◎6 多様な媒体による広報の推進

総務部企画課

総務部企画課 ○5 町内会自治活動交付金事業

総務部企画課4 地域連絡協議会等活動支援事業

総務部企画課

2 地域コミュニティのあり方の検討

1 まちづくり推進事業

主要施策

1
市民主体の

まちづくりの推進

総務部企画課3 町内会連合会補助事業

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

子育て支援の推進3

がん検診事業

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

健康福祉部こども未来課49 ひとり親家庭等医療給付事業

○

48 家庭児童相談事業

ファミリー・サポート・センター事業 健康福祉部こども未来課

健康福祉部こども未来課

47

健康福祉部こども未来課45 乳幼児等医療給付事業

乳幼児紙おむつ用ごみ袋支給事業 健康福祉部こども未来課44

健康福祉部こども未来課

46 地域子育て支援拠点事業

43 民間特定教育・保育施設への運営支援 健康福祉部こども未来課

健康福祉部こども未来課

健康福祉部こども未来課

41

40 市立保育所整備事業

健康福祉部こども未来課

○
健康福祉部保健センター278 名寄市開業医誘致助成事業

市立病院

○
事業実施なし

42 名寄市要保護児童地域対策協議会の運営

市立保育所における食育の推進

新名寄市病院事業改革プランの推進

市立病院救命救急センター施設整備 市立病院

39

市立病院

38

37 高度・一般医療機器の更新整備

市立病院36 病室等既存施設の改善整備

市立病院

35

34 医療スタッフの充実

市立病院

風連国民健康保険診療所整備事業 風連国保診療所

33 地域包括ケアシステムの役割分担

道北北部連携ネットワークの拡大 市立病院

市立病院

32

31 地域医療支援事業の推進

27

健康福祉部保健センター

健康福祉部保健センター

2 地域医療の充実

30 感染症対策事業

健康福祉部保健センター

29 母子健康支援・親子教室事業

特定不妊治療費助成事業 健康福祉部保健センター

健康福祉部保健センター

28

Ⅱ

1 健康の保持増進

25

健康福祉部保健センター26 生活習慣病予防等活動事業

健康づくり運動推進事業

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

子育て支援の推進3

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

事業実施なし

○

○

◎

○

○

◎

282 成年後見センター運営事業

生活支援ハウス設置事業 健康福祉部高齢者支援課

健康福祉部高齢者支援課

健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

70

69 一般介護予防事業（再掲）

健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

68 介護予防・生活支援サービス事業（再掲）

除雪サービス事業 健康福祉部高齢者支援課

健康福祉部事業団担当
（清峰園）

67

66 清峰園等施設設備等更新事業

健康福祉部事業団担当
（しらかばハイツ）

65
特別養護老人ホームしらかばハイツ

施設整備事業

介護サービス提供基盤等整備事業 健康福祉部高齢者支援課

61

○

○

60 認知症総合支援事業

健康福祉部高齢者支援課

健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

64

63 介護人材確保緊急対策事業

5 高齢者施策の推進

59 一般介護予防事業

健康福祉部社会福祉課

62
地域見守りネットワーク事業

・徘徊高齢者SOSネットワーク事業

介護予防・生活支援サービス事業
健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

健康福祉部社会福祉課 ◎

○

58
低所得者の冬の生活支援事業

（福祉灯油支援事業・冬の生活支援事業）

生活困窮者自立支援事業 健康福祉部社会福祉課

健康福祉部高齢者支援課
（地域包括支援センター）

○

◎

○

健康福祉部社会福祉課

54

53 町内会ネットワーク事業

健康福祉部社会福祉課

57

56 総合福祉センター整備事業

健康福祉部こども未来課

4 地域福祉の推進

281 子育て支援活動助成事業

健康福祉部こども未来課

55 社会福祉協議会運営事業費補助金

名寄市保健福祉医療推進協議会の運営 健康福祉部社会福祉課

280 認可保育施設等への移行支援事業

名寄市待機児童解消緊急対策事業 健康福祉部こども未来課

健康福祉部こども未来課

279

52 障がい児教育・保育への支援

健康福祉部こども未来課51 こども発達支援事業

50 相談支援事業 健康福祉部こども未来課
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行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

市民部環境生活課 ○95 不法投棄・野焼き防止啓発事業

市民部環境生活課94 分別・資源化啓発事業

市民部環境生活課93 次期処理施設の整備の検討

市民部環境生活課 ○92 塵芥収集車両等整備事業
2 循環型社会の形成

90 資源集団回収奨励金交付事業

総務部企画課 ◎89 エネルギーに関する講習会等の開催による普及啓発

市民部環境生活課 ○

市民部環境生活課

市民部環境生活課 ○

○88
公共施設への新エネルギー・省エネルギー設備の

導入の検討

市民部環境生活課87 火葬場整備事業

市民部環境生活課

総務部企画課

91
炭化センター・衛生センター・最終処分場

維持管理費負担事業

○86 霊園・墓地管理運営事業

市民部市民課

市民部市民課

83

82 後発医薬品の使用促進

○

Ⅲ

1 環境との共生

85 温暖化対策啓発事業・公害対策事業

市民部市民課

健康福祉部社会福祉課

7 国民健康保険

81 自発的活動支援事業

健康福祉部社会福祉課

84 データヘルス計画に基づく特定健診・保健指導

糖尿病重症化予防

80
名寄市障害者自立支援協議会

（相談支援権利擁護部会）の運営

名寄市障害者自立支援協議会
（就労支援部会）の運営

健康福祉部社会福祉課

健康福祉部社会福祉課

79

74

78
名寄市障害者自立支援協議会

（就労支援部会）の運営

健康福祉部社会福祉課77
名寄市障害者自立支援協議会

（相談支援権利擁護部会）の運営

地域生活支援事業 健康福祉部社会福祉課

75 基幹相談支援センター事業

健康福祉部社会福祉課

72 成年後見制度利用支援事業

6 障がい者福祉の推進

71 理解促進研修・啓発事業

重度障害者ハイヤー料金助成事業
/　重度視力障害者電話料助成事業

グループホームの設置促進 健康福祉部社会福祉課

健康福祉部社会福祉課

73

健康福祉部社会福祉課

76

健康福祉部社会福祉課

Ⅱ

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

110 冬期間の安全運転教育の実施 市民部環境生活課

市民部環境生活課

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

市民部消費生活センター

市民部消費生活センター

市民部消費生活センター

120 物価動向等調査事業

119 消費者活動団体支援事業

市民部消費生活センター

117 広域消費生活センター運営事業

116 情報提供事業

7 消費生活の安定 市民部消費生活センター118 消費生活講演会等開催事業

115 空家等対策計画推進事業

市民部環境生活課 ○114 幼児から高齢者までの安全確保
6 生活安全

112 情報の収集・提供

市民部環境生活課113 地域情報の把握・分析

市民部環境生活課

市民部環境生活課 ○

108 全市民参加の交通安全運動の実施

市民部環境生活課

110 交通安全施設整備の実施

市民部環境生活課109 官民一体の運動推進の体制強化5 交通安全

107 体系的な交通安全教育の実施

総務部防災担当 ◎106 地域防災力向上事業（出前トーク）

4 防災対策の充実

市民部環境生活課

総務部防災担当 ○105 防災マップ配布事業

総務部防災担当104 自主防災組織育成・地域防災リーダー育成事業

総務部防災担当103
まちごとまるごとハザードマップ

(避難所マークの設置、公共施設等に浸水深表示)

総務部防災担当

事業実施なし

総務部防災担当

102 防災力向上に関する取組

101
情報伝達手段の充実

、防災行政無線のデジタル化等(H35まで)

建設水道部都市整備課

消防

○

100 河川整備・改修・維持事業

建設水道部都市整備課

建設水道部都市整備課

99 樋門管理委託事業

98 河川愛護事業

消防

97 住宅防火対策・広報推進事業

96 高機能消防指令センター設備更新

3 消防

消防283 消防施設更新事業

Ⅲ

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

建設水道部工務課

建設水道部工務課

建設水道部下水処理場

143 個別排水処理施設整備事業

142 資源の有効利用

建設水道部工務課

140 不明水対策事業

139 公共下水道事業

11
下水道・個別排水の整

備
建設水道部下水処理場141 処理場の主要機器整備修繕事業

建設水道部浄水場 ○138 水質検査機器更新事業

建設水道部浄水場137 取水施設改修事業 ○

建設水道部業務課136
名寄市水道事業中期経営計画

（経営戦略）の推進

建設水道部工務課 ○135 老朽管更新事業

○

建設水道部工務課

建設水道部工務課 ○134
配水管網整備事業

（給水区域内の配水管新設整備）

建設水道部浄水場133 浄水場等施設改修事業 ○

10 上水道の整備

131 水源開発事業（サンルダム負担金）

建設水道部都市整備課 ○130 公園長寿命化事業

建設水道部工務課132
上水道第２期拡張事業

（給水区域拡張のための送水管新設整備等）

建設水道部都市整備課 ○

建設水道部都市整備課 ○129 ひと・ほし・環境にやさしい灯り事業

建設水道部都市整備課 ○128 街灯の維持管理9 都市環境の整備

126
都市計画マスタープラン見直し

・立地適正化計画策定委託業務

建設水道部建築課 ○125 既存住宅耐震改修促進事業

建設水道部都市整備課127 緑化木の維持管理

建設水道部建築課 ○124 公営住宅維持管理事業

建設水道部建築課 ○123 公営住宅長寿命化等事業

建設水道部建築課122 公営住宅整備事業

建設水道部建築課 ○

○
8 住宅の整備

121 名寄市住宅関連計画策定業務

Ⅲ

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○
総合政策部総合政策課 ○

総務部企画課164 地域の実情に考慮した効率的な交通手段の検討

総務部企画課 ○163 バス路線の維持・確保
13 地域公共交通

161 宗谷本線維持存続に向けた取組の推進

建設水道部都市整備課160 橋梁長寿命化整備事業

総務部企画課162 デマンドバス運行委託事業

建設水道部都市整備課 ○159 除雪機械購入事業

建設水道部都市整備課158 道路維持機械整備事業 ○

建設水道部都市整備課 ○157
道路除排雪事業（排雪ダンプ助成・市道及び私道除排雪助成

・風連市街地区国道及び道道排雪助成）

建設水道部都市整備課 ○156 市道排雪事業

建設水道部都市整備課 ○155 市道除雪事業

建設水道部都市整備課 ○154 除排雪のあり方の検討

建設水道部都市整備課 ○153 市道舗装補修事業

建設水道部都市整備課152 市道路肩草刈事業 ○

建設水道部都市整備課151 市道砂利散布事業

建設水道部都市整備課150 市道路面整正事業 ○

○

建設水道部都市整備課149 市道防塵処理事業

建設水道部都市整備課 ○148 市道排水整備

○

建設水道部都市整備課147 郊外地の道路整備

建設水道部都市整備課146 市街地の道路整備 ○

○

建設水道部都市整備課 ○145 都市計画道路の整備

建設水道部都市整備課 ○

12 道路の整備

144 郊外幹線道路の整備
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行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

Ⅳ

経済部耕地林務課186 市有林造林事業

森林整備地域活動支援交付金 経済部耕地林務課185

184 民有林林業振興推進事業

○

○
農業・農村交流促進事業 経済部農業経営担当

180 有害鳥獣駆除対策事業

2
森林保全

と林業の振興

183
森林整備担い手対策事業

（森林作業員就業条件整備事業）

経済部農業経営担当182 農業・農村交流促進事業（再掲）

1 農業・農村の振興

181

179 農村女性活動支援事業

176 農業後継者対策事業

○

○

経済部農務課

経済部農業経営担当

新規就農者確保対策事業

経済部農務課

経済部農業経営担当

経済部農業経営担当

○

172

171 農業振興センター事業

178

173 高付加価値化と６次化の推進

177 担い手育成支援事業

175

174 労働力確保対策事業

農業振興資金融資事業

170 土壌改良指導事業

市営牧場整備事業 経済部農務課

○

経済部耕地林務課

169

168 道営農地整備事業

経済部耕地林務課

○

○167 道営水利施設整備事業

国営造成施設管理体制整備促進事業 経済部耕地林務課

経済部耕地林務課

166

165 農道整備事業

経済部農務課

ブランド化の推進と販売拡大事業 経済部農務課

経済部農務課

経済部農務課

経済部農務課

経済部農業経営担当

経済部耕地林務課

経済部耕地林務課

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

◎

◎

○

○

◎

○

○

◎

○

Ⅳ

207 人材開発センター活用促進事業

経済部産業振興課206 中小企業勤労者福祉推進事業

経済部産業振興課

198

205

204
退職金制度普及及び促進事業

（中小企業振興条例）

197 情報化の促進（企業立地促進条例）

経済部産業振興課

工業の振興4

○

○

202 産業集積の促進（企業立地促進条例）

異業種交流の推進（中小企業振興条例）201

200 新製品開発推進（中小企業振興条例）

商業の振興

○

○

3

199 企業立地の推進（企業立地促進条例）

起業の促進（企業立地促進条例）

○196
既存企業の育成強化・各種助成制度の拡充

（中小企業振興条例）

経済部産業振興課

経済部産業振興課

経済部産業振興課

経済部産業振興課

195

194
中小企業経営等融資事業

・特別融資利子、保証料補給事業

経済部産業振興課285 事業承継事業

物産振興事業（中小企業振興条例） 経済部産業振興課

経済部産業振興課193 創業支援事業（中小企業振興条例）

商工振興事業（中小企業振興条例） 経済部産業振興課

経済部産業振興課

192

○

191
情報化促進と情報提供・商業指導育成対策事業

（中小企業振興条例）

経済部産業振興課190 中小企業振興条例に基づく各事業

住宅改修等推進事業補助金 経済部産業振興課 ◎

経済部産業振興課

189

188 商店街等活性化事業（中小企業振興条例）

経済部産業振興課187 中心市街地近代化事業（中小企業振興条例）

事業所内福祉施設支援事業
（中小企業振興条例）

経済部産業振興課

経済部産業振興課

経済部産業振興課 ◎○

経済部産業振興課

雇用の安定5

経済部産業振興課

203 雇用促進事業

◎

経済部産業振興課

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

小中学校教育の充実2

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

◎

教育部学校教育課 ○230 地域110番の家の配置・不審者対策

教育部学校教育課 ○229 教職員への研修の充実

教育部学校教育課228 コミュニティ・スクールの導入

教育部学校教育課227 外国青年（外国語指導助手）招致事業

教育部学校教育課 ○226 小中学校情報機器整備事業

教育部学校教育課 ○225 心の教室相談員配置事業

教育部学校教育課224 特別支援教育連携協議会事業

教育部学校給食センター ○223
望ましい食習慣などを身につけることができる

食育の推進

教育部学校給食センター ○222 学校給食における地場産食材の活用

健康福祉部こども未来課

教育部学校給食センター ○221 栄養教諭の配置

教育部学校教育課 ◎

218
幼稚園の子ども・子育て支援新制度への

移行支援

220 教育改善プロジェクト委員会推進事業

Ⅴ

1 幼児教育の充実

広域観光事業 経済部産業振興課

経済部産業振興課

284

Ⅳ

健康福祉部こども未来課

219 幼児支援体制の充実

217 観光振興事業

経済部産業振興課216 なよろ温泉整備事業

○
スキー場事業(圧雪車）

215

214 スキー場事業(リフト修繕）

213

経済部産業振興課

経済部耕地林務課

経済部産業振興課 ○

○
道北観光連盟事業の推進 経済部産業振興課

地域特性イベント実施事業 経済部産業振興課

経済部産業振興課

経済部産業振興課

210 望湖台自然公園整備

211 観光事業推進団体支援事業

経済部産業振興課

6 観光の振興

208 なよろ健康の森管理事業

209

212

道の駅管理事業

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

交付金

○

○

○

◎

教育部生涯学習課 ◎

○

○

274 公民館市民講座

教育部生涯学習課

教育部生涯学習課

253 家庭教育支援事業

252 家庭教育学級事業

6 家庭教育の推進

教育部生涯学習課254 自然体験・親子ふれあい推進事業

教育部天文台 ○251 開かれた研究観測事業

教育部天文台250 天文教育普及事業 ○

教育部生涯学習課 ○249 公民館分館事業

教育部生涯学習課 ○248 生涯学習推進アドバイザーの設置

244

教育部生涯学習課247 高齢者学級運営事業

教育部生涯学習課

事業実施なし

教育部生涯学習課

246 生涯学習フェスティバル事業

245 自主的学習活動支援事業

教育部生涯学習課 ○社会教育施設間の連携と情報の共有

教育部図書館

教育部生涯学習課

243 図書館本館の改築

242 名寄市社会教育中期計画の策定

教育部学校教育課

市立大学

市立大学

市立大学241 名寄市立大学卒業生の地元定着促進事業

市立大学240
コミュニティケア教育研究センター

活動推進事業

239 情報及び実習環境整備事業

市立大学238 校舎バリアフリー化推進事業

3 高等学校教育の充実
235 名寄市高校生資格取得支援事業

教育部学校給食センター234 給食センター厨房設備等整備事業

○
教育部学校教育課 ○286 名寄産業高等学校入試受験者交通費等支援事業

教育部学校教育課 ○233 市内小中学校改築事業

教育部学校教育課232 小中学校施設補修・耐震事業

教育部学校教育課231 スクールバス運行事業

小中学校教育の充実2

Ⅴ 生涯学習社会の形成5

大学教育の充実4
市立大学

237 既存校舎等改修事業

236 保健福祉学部新学科設置事業

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

基本目標 調書番号 事業名（個別事業名） 担当部課 2018年度実施
2019年度対象事業
○→2018未実施
◎→2018 BCD

評価希望主要施策

2018年実施 132
2018年度未実施 145

2018年度Ｂ・Ｃ（２次評価） 31
計　 132 176

○

教育部北国博物館277 文化財の保護と伝承活動の支援

教育部北国博物館

○

276 ○

272 文化講演会の開催

教育部生涯学習課

◎

○

地域の歴史、自然、文化に関する普及啓発

275 市民文化祭事業 ○

○

○

○

○

○

○

教育部児童センター ○

教育部生涯学習課

教育部生涯学習課

273 市民と協働による文化芸術推進事業

271 児童館の整備

教育部学校教育課 ○270 放課後子ども教室の充実

266 青少年育成組織の活性化とＰＴＡとの連携

教育部児童センター ○269 放課後児童クラブの充実

教育部教育相談センター268 教育相談体制の充実 ○

265 青少年活動事業の実施

教育部生涯学習課

教育部青少年センター267 子どもの安全安心を守る活動推進

教育部生涯学習課

8 青少年の健全育成

264 子どもの体験学習事業

総合政策部スポーツ・合宿推進課 交付金263 冬季スポーツ拠点化事業（再掲）

7 スポーツの振興

教育部生涯学習課

総合政策部スポーツ・合宿推進課 交付金262 冬季スポーツ拠点化事業

総合政策部スポーツ・合宿推進課 ○261 総合型地域スポーツクラブ支援等事業

○

○

総合政策部スポーツ・合宿推進課260 生涯スポーツ推進事業

総合政策部スポーツ・合宿推進課 ○

○

総合政策部スポーツ・合宿推進課

259 学校開放事業

258 各種大会開催事業

総合政策部スポーツ・合宿推進課257 スポーツセンター改修事業

総合政策部スポーツ・合宿推進課

総合政策部スポーツ・合宿推進課

256 体育施設整備改修事業

255 名寄ピヤシリシャンツェ整備事業

Ⅴ

地域文化の継承と創造9

　　　



行政評価事業一覧
（名寄市総合計画（第2次）前期実施計画） 資料２

部会希望（順位） 対象事業数

17

10

14

28

46

22

27

5

7

・地方創生交付金事業、実施しなかった事業は評価対象外

市立病院

市立大学

教育部

経済部

建設水道部

健康福祉部

市民部

総合政策部

総務部、消防

分野

　　　



平成31年度第１回名寄市総合計画審議会

Nスポーツコミッション設立

2019.0５.21 総合政策部スポーツ・合宿推進課 1

冬季スポーツ拠点化推進プロジェクト

参考資料１



冬季スポーツ拠点化事業・全体像

冬季スポーツの
アスリートが
集まる街へ

スポーツに
慣れ親しんだ、
健康な市民が
暮らす街へ

・冬季ジュニアアスリートの育成

・冬季ジュニアスポーツ指導者の育成

・冬季ナショナルトレーニングセンター誘致

地域の連携を活かして、生涯にわたりスポー
ツで活躍のできる場所づくり

・スポーツによる市民の健康づくり事業

・スポーツによる子育て支援事業

・スポーツによる企業等支援事業

市内病院・大学などの機能を活かして、市民の
健康と幸せを生み出す、スポーツ文化づくり

・幼少期運動能力向上・底上げ
 （教育機関等との連携）

※パラスポーツを含む取り組み

・冬季スポーツ合宿・大会誘致

・スポーツイベントによる出会づくり

2



医学サポート幼少期動能力向上

地域健康づくりサポート

市立病院によるジュニアアスリートの
医学サポート（採血など）

市立大学による町内会健康づくり支援

国内ジュニア育成

日本スポーツ振興センター及び北海道との
連携によるジュニア育成事業

企業・事業所支援

企業等の健康づくり支援

冬季スポーツ大会誘致

ＪＯＣジュニアスキー大会

スキーをイメージした
幼児運動教室

学校体育・少年団サポート

国内外からトップコーチ招へいしコーチ
養成プログラム実施

コーチ養成

学校と少年団部活動の両輪で支援

H28-30年度主な取り組み

ジュニアキャンプ

競技を超えて、市内ジュニア選手による
トレーニングキャンプ

3



冬季スポーツ拠点化のミッション

4

(Ｋey Performance Indicator)

１．合宿受入れ 基準値3,500人⇒３年間で5,000人                

２．新規冬季スポーツ大会 毎年１大会増
             （３年間で３大会増）

３．スポーツコミッション
  雇用人数
   基準値１名⇒H30で１名増
 



冬季スポーツ拠点化のミッション

5

(Ｋey Performance Indicator)

１．合宿受入れ（KPI指数5,000人） 

Ｈ２８年度 6,020人↗

Ｈ２９年度 8,081人↗

Ｈ３０年度 調査中



冬季スポーツ拠点化のミッション

6

(Ｋey Performance Indicator)

２．新規冬季スポーツ大会
   Ｈ２８年度 ２大会増↗
   
   Ｈ２９年度 ３大会増↗
        
   Ｈ３０年度 ２大会増↗

３．雇用 
  H30年度 １名雇用
   ※スポーツコミッション事務局員



冬季スポーツ拠点化推進プロジェクトの効果

7

“阿 部 雅 司” 効果



冬季スポーツ拠点化推進プロジェクトの効果

8

経 済 効 果

１．スポーツ合宿

２．スポーツ大会誘致



冬季スポーツ拠点化推進プロジェクトの効果

9

経 済 効 果（Ｈ２９年度）

１．スポーツ合宿 ８，０８１人

①市内消費額合計６３，００９，５６０円

②施設諸経費合計１９，９１９，４４４円

経済効果（①/②×100％） ３１６．３％

経済波及効果 105,009,560円



冬季スポーツ拠点化推進プロジェクトの効果

10

経 済 効 果（Ｈ２９年度）

１．ジュニアオリンピック 宿泊延べ1,945泊

①市内消費額合計１６，５３２，５００円

②施設諸経費合計８，０７４，０００円

経済効果（①/②×100％） ２０４．７％

経済波及効果 ２６，５３２，５００円



H３１年度からの取り組み

11

「なよろスポーツ合宿誘致推進協議会」を発展的に解散

Ｎスポーツコミッション



なよろ観光まちづくり協会 名寄青年会議所 風連スポーツクラブ

12

ＮＳＣ構成メンバー

名寄社会福祉協議会 大野土建㈱ 道北健幸人会 名寄市立大学

北星信用金庫 名寄旅館組合 ㈱名寄振興公社 道北なよろ農業協同組合

名寄商工会青年部 風連商工会 ㈱ふうれん特産館 北洋銀行名寄支店

北海道銀行 名寄市 

16団体２８名



×青少年教育・人材育成 

13

ＮＳＣ事業の４本柱 

×健康増進・いきがい・福祉振興

×地域経済活性化

×広域連携・各種まちづくり

スポーツ×〇〇〇＝スポーツによる地域振興 



14

ユバスキュラ大学

産官学連携
スノーポリス株式会社

ヴォカティオリンピックトレーニングセンター

ソトカモ高校

ヴォカティ・スポーツ協会が運営

カヤーニ応用科学大学

コーチ養成

ジュニアア
スリート

プロアス
リート

軍のスポー
ツクラス

国・教育庁

観光客

医療機関
（リカバリー

含む）企業



15

名寄日進地区の活用

×サンピラーパーク

×健康の森



年度

　・開催日時　4月16日　参加者　6名（市内保育所新規採用者）

　・講師　市立大学保健福祉学部社会保育学科　傳馬准教授

具
体
的
な
内
容

内
容

※　ハード事業　地方創生拠点整備交付金事業

　当該プロジェクトで実施するリカレント教育等の研修会・講
習会の実践の場として「模擬保育室」を整備した。

　②労働条件と生活について

　・開催手法　大学と北海道私立幼稚園協会との共同実施

⑤復職支援講習会（保育所新採用職員研修会）（模擬保育室）

1)　保育者のためのKAPLA　WorkShop（模擬保育室）

　・内容　本学が所有しているカプラブロック5000ピースを使用して、

　　　　　教材としての活用策及び子供たちとの遊び方を学ぶ

　・開催日時3月16日　　参加者　24名　保育士、幼稚園教員

　・開催日時3月9日　　参加者　24名　保育士、幼稚園教員

　・内　容　　｢絵を読む｣子供たちのために読み手側の注意すべきこと

2)　絵本講演会「絵本の楽しさ　親子の触れ合い」

④幼稚園教員免許状更新講習

　・開催日時　3月2日～3日　・参加者　2日55名、3日43名

　　免許状更新講習の名寄市開催、スキルアップのため

　　の各種講習会等の開催など

実態調査結果を踏まえた講習会研修会の開催

①特別支援教育コーディネーター養成研修（2回開催）

　・開催日時　8月8日　参加者60名、2月16日　参加者40名

　・参加者　保育士、幼稚園教員、小中学校員など

②こどもセミナー（既存事業）

　・開催日時10月27日　参加者115名　保育士、幼稚園教員など

③保育者リカレント講習会

　・開催日時　3月3日～4日

　・開催手法　大学と北海道私立幼稚園協会との共同実施

　・参加者　3日、4日とも57名

　　2部　安全安心な保育環境づくり

　・参加者　49名　保育士、幼稚園教員

地方創生推進交付金事業「名寄市立大学を活用した地域のケア力向上プロジェクト」実績報告

１　事業の目的

　圏域で不足している保育士などの専門職育成を図り、安全安心な地域社会、子育て・定住環境の充実に資する。

２　事業期間　平成28年度～平成30年度までの3カ年事業

３　事業内容

平成28年度　上川・留萌・宗谷圏域の全保育士・幼稚園教員を対象とした実態調査の実施

平成29年度以降　各種講習会・研修会の開催により専門職の資質向上やリカレント教育などを推進する。

③保育者リカレント講演会

　・開催日時　3月17日

　　1部　新保育所保育指針の開設

平成28年度 平成29年度 平成30年度

　①あなたのことについて

　　性別、年齢、勤務している施設の概要、免許、雇用形

上川・留萌・宗谷管内の保育士・幼稚園教員を対象とした
実態調査の実施

４　具体的な内容

④幼稚園教員免許状更新講習

実態調査結果を踏まえた講習会研修会の開催

・報告書の作成

①特別支援教育コーディネーター養成研修

　・開催日時　8月3日～4日

　・参加者　75名　保育士、幼稚園教員、小中学校教員など

②こどもセミナー（既存事業）

　・開催日時　11月11日～12日

　・参加者　11日153名、12日68名　保育士、幼稚園教員など

・回収　1,055人

・調査項目　3区分39項目＋自由記述

　　賃金、年収、奨学金、勤務日数、残業時間、休暇など

　　やりがい、仕事の状況、不安など

　④自由記述

　③仕事内容について

　　態、志望動機、勤務年数など

参考資料２


